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校内研究推進を通した
学校改善過程に関する研究事例
-A市立B小学校における約 5年間の変容過程分析一
筑波大学浜田博文
1 本報告の意図
本報告は，ある公立小学校で校内研究の推進とともに進められていった学校
改善の過程に関する事例研究，についての報告である。 A市立B小学校は校内
研究の成果に基づき， 2001年度には学校教育自標を変更して新カリキュラムを
編成・実施し，現在も改善を進める途上にある。同校の校内研究実践は1996年
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以降のおよそ 5年間を通して学校内外の諸要因によって紡ぎだされてきた。報
告者はその校内研究の推進に関与しつつ，キーパーソンへのインタピュー調査
を実施し，なお関与を継続しながら，同校の事例にみる，公立小学校の改善過
程とそれを生みだす諸要因の解明を試みている。この試みが「臨床的アプロー
チjそのものだと言う確信も自信も，報告者自身にはなし」だが次の点で，
論のえI~上にのせうる研究事例になるのではないかと考える。すなわち， (1)学校
の教育活動を改善しようとするプロセスに自らも一要因として関与し，当該学
校の改善そのものを第一義的にめざして同校の教職員・保護者と共同している
こと。 (2)一つの学校において改善が進められてきた，なお進行中の約 5i:j=-Io間に
わたるプロセスを，当事者の視点、に足場を置きながら，学校組織内部および外
部の諸要因を視野に入れつつ解明しようとしたこと。
本報告では，同校の事例分析から見えてきた，公立小学校の学校改善を生み
だし持続していく諸要因を紹介し，報告者自身の同校への関わり方を批判的に
検討する。
2 本研究の問題意識ときっかけ
報告者の問題意識の一つに，学校の改善を創出する諸要因とその相互連関の
解明がある。 1980年代以降，学校内部における独自の要因が教育活動の質的改
善を創りだすという認識は定着した。そこでは，アメリカの「効果的な学校J
研究を土台に， I校長(管理職)のリーダーシップjと「組織文化Jを鍵概念
として， I校長のリーダーシツプJ?こよって「組織文化Jを変革し教授の質を
改善する，という組織過程の構図に基づいた「校長のリーダーシップj論が研
究者の簡で有力な前提とされてきた。
しかし， I校長のリーダーシップjは常に改善の起点とは限らない(1)。校内
の改善への取り組みは一方向的ではないし，いつも計画的・意図的というわけ
でもない。さらに「校長のリーダーシップjが直接，教授・学習活動に正の影
響をおよぽすとは限らない(九よって，学校でト教育活動の改善が進んでいくプ
ロセスを的確に捉えるには，校長のリーダーシップ論を超えて，学校経営の流
動性・不確実性と要因の多様性・多重性ともいうべきものに着目する必要があ
るのではないか。本研究における報告者の基本的関心はそこにある。
対象事例は， 1人の校長が学校を変えていったというのではなく， 3人の校
長在任にまたがる 5年間に，種々の要因が関係しあいながら教育活動の継続的
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な改善が進められた事例で，報告者自身の関心からすればたいへん興味深い。
そこで，今の校内研究をその軌道に却して支援・促進しながら，その動きを生
みだした過去の経緯を探り，学校改善過程の実際を描きだしたいと考えた。ま
たこの事例は，具体的なイノベーションを学校に導入あるいは定着させる，と
いう次元の学校改善ではない。むしろ，学校という組織自らがその組織活動の
中に自己更新の営みを内在化させていく性質をもつものである。
3 本研究の経緯@現状と内容
(1 ) 本研究の経緯と現状
報告者と同校との関わりを生みだした契機は，同市内の別の小学校への押し
かけ訪問であった。そのとき教頭から紹介された教育委員会教育指導課へその
足で訪問し，後日開催された指導主事・市内教員有志の自主的研修会にも押し
かけ参加した。 2000年度大会でiJJ1時会員が「学校経営研究の存在自体を現場は
知らないJと発言したのと同様の認識を抱きつつ， r押し売りj的に「学校経
営研究Jの社会的認知を得ょうという意図があった。こうした関係づくりを経
て，過去数年間のスパンで大きく改善の跡がうかがわれる公立小学校と遭遇す
ることになった。
事例校はいわゆる「先進校jとして社会的認知を受けている学校ではない。
それだけに， rふつうの公立小学校jで，いったいどのようにして学校改善と
もいえる過程が創りだされたのかを解明するチャンスだと考えた。
最初は 2年間の市教育委員会研究指定期間における校内研究講師の依頼を受
けた。 1年自は主として校内研究会参加と研究推進担当者 2名 (T教論， M教
諭)を中心とする数名の教員・校長 (X元校長・ Y前校長・ Z現校長). K教
頭との対話を通じて，子どもの実態，校内研究自体の状況，教員集団の状況，
PTAの状況等に関する矯報を収集・整理し理解した。この間，市内のほかの
数校(小・仁jコ)も訪問し，市内の公立学校の状況に関する情報も収集した。
2年iヨの 1学期終了後， K教頭，研修推進担当のT教諭， M教論，および
PTA会長にインタビューを実施した(教頭と 2名の教諭は一緒に，記憶をた
どりながら事実を確認していく形式のインタビューで， PTA会長とは l対 1
でのインタビュー)。いずれも，校内研究の取り組みが着手される以前の1996
年頃にさかのぽって，現在までの経緯を振り返ってもらう機会とした。その後，
2学期に行われた公開発表会(市内教員， I司校保護者が主要参加者)では， 5 
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年間にわたる改善過程の経緯と主要な要因について整JIHして話した。つまり，
今日の教育活動が5年間にわたる校内研究等の地道な教員集団による取り組み
と， PTAによる支援によって生みだされてきたものであることを称えた上で，
学校組織の改善に完成された姿があるわけではなく，今後もなお継続的な改善
を創りだしていく必要がある， というメッセージを{云えようとした。
(2) A市立B小学校の改善過程
① 改善過程の概I各
以下の 7名を主要なインアォーマントとしてお小学校の改善過程を整理した。
T教論 1994 (平成 6)年4月着任，校内研究推進委員長，男↑
M教諭 1996 (平成 8)年 4月着任， I司副委員長，労I~:
iく教TIsI 1997 (平成 9)年 4)三j着任，女性 (2002年 3凡で定年退i限)
X元校長 1996 (平成 8)年 4月----198(平成10)年 3月に校長，男性
Y前校長 1998ij三4月----201年 3月に校長，男性
Z現校長 2001年 4月着任，男性
PTA会長 1996年 5 月に県内の別の，lîから jlîi~入O 当時長男が 4 {j三生。子ども 2人。女性。
{過程の概略〕
1994年度 1 '1'教諭着任。
l州
l 
200 
子どもに校長室を!開j羽丹き， 1:保拭護者者占の信頼を築こうとするX校長O トイレ掃除
のために学校へ出入りし始めた一部保護者。
年度末にX校長は学校絞経二;営当雪，案を;提走示するカがfほとんどの教員は真貧如剣IJに読まず。
i職殻員会議に提案するが教員の反応鈍く什i折る。 T.l¥1向教諭は「後ろめた
さjを残した。
市教育研究所の講演会(総合的な学習に関連)をB小学校会場で実施。そ
の内容を聞いて「これからはこれをやっていこう，という気持ちにj
(T . lVI両教諭)
年度末，'1'教論と別の教諭は総合学習の先進校を視察して衝撃を受ける。
PTAによるトイレの施設不能状況の指摘を契機にトイレ改修予算獲得実
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現。司教員の保護者に対する認識変化。 PTAはトイレ使用の問題を「心
の問題J1 健康の n~]題J 1-家庭の問題Jなどと捉えて子どもに啓発。
19981/二度/1'校長着任。 y校長は問、Aに懐疑的姿勢。
T教諭，1¥1教諭， K教頭が中心になって自主的な研修会開始(月 1回程度。
ト数名参加)。いろいろな先進校視察や研究大会・諮演会参加を報告しあ
う。{外からの情報収集を積極的に]
2000年度の市教委指定校をにらんで「自分たちはどうしていくかJへと関
心が移行。
年度末，全教員が子どもとの関係づくりに悩んでいるという本音を出しあ
う機会。これから子ども達とどう関わっていくべきかを真剣に考える必要
性を確認。学校教育目標にも違和感。
1999年度 l全員による校内研究開始。 4月に各学年主体による研究という方針を立て，
月11mの研究会。先進校の校長による諮演，先進校への視察など。
学校教育ー目標に予をつりる必要があるが，それには時間がかかるため， と
にかく新教育諜程，新しい日諜表をつくることをめざす。
PTAはY校長に， PTAとどのような関係をもっていきたいのか質問す
るが回答なし。 PTAが教員と棺談しながらやっていくことに。
2000年度 i指定 l年目。総合的な学習を週 3h設け，土曜日は合科と体験学習。 30
分の休み時間を設け， 1コマ30分と40分を組み合わせた新臼諜表実施。
r 1学期やってだめなら 2学期には変えるJというつもりで。
PTA広報委員会はデジカメをもって授業取材。教員の抵抗は強かったが，
「教育改革の時代に，親は学校がどう変わろうとしているか知る義務が
. Jと無理やり。しかし広報誌の反響は予想以上によく，抵抗なくなる0
6月に校内研究テーマ設定。保護者を授業への支援というかたちで位置づ
けることに。広報誌ですでに授業は公開されているため， r公開授業jに
も教員の抵抗感なくなった。 PTA広報誌は年間9回発行に。
12月に日常的な授業と研究活動の発表の場として公開中間発表会開催。
年度末，日課表の改定を決める (45分コマと35分コマの組み合わせ)。各
学年で学校教育自標の案を出し，改定案作成。
2001年度 Iz校長着任。前年度末にまとめた新学校教育巨標案をZ校長も承認。日課
表改定。
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PTAは広報誌を年 31ヨとして別に本部情報誌を新設。
学年単位の校内研究，授業公開と保護者の支援を継続。 11月に公開発表会
実施。
K教頭定年退職
② 改善過程とその要因をめぐって
まだ分析途上にあるためここでの考察は割愛する。なお大会当 jヨの報告では，
以下の項目それぞれに関して箇条書きしたので，詳細は配布資料を参照された
し00
1) 校内研究
2) 校長の役割機能の「間接j性
3) 積極的変革要因としての保護者とそのインパクト
心 地域・教育行政関連要因
4 本研究からみえてきたもの
(1) 本研究において意識した「研究一実践j関係
① 「現場」との関係づくり
文部科学省や教育委員会の研究指定校や国立大学附属学校などは，何らかの
特殊な経営条件を整備している場合が多い。むしろ学校経営研究の対象として
望ましいのは， Iごくふつう jの条件のもとにある公立学校だと思われる。そ
のような事例の学校改善のプロセスに学校経営研究者が立ち会える機会は，待
っていてもなかなか訪れなしユ。こちらから出て行く以外になし」学校経営研究
それ自体が学校現場での社会的認知を得ていないということを前提にして，押
しかける以外にはない。
② 教員集団による校内研究の方向性に対する支援と根拠づけ
研究推進当事者の現状認識を支援し，自信をもった判断を促す。本事例では
すで、に校内研究が軌道に乗っていたため，こちらの役割はそのようなかたちに
なった。こうした関係のもち方は，前回大会で山崎会員が問題提起した研究と
実践との関係，すなわち，研究者は「ひとまず f研究枠組みをはずして』学校
経営実践に共同的にかかわるべきJ(3) というものにあたるかもしれない。
③ 研究者からみた「組織過程j像の当事者との共有
研究者として対象校の学校改善過程をどう評価し，その現状をどうみるかに
202 日本教育経営学会紀要第 45号・ 2003年
学校経営研究における臨床的アプローチの構築(2)
ついて，講演等を通じて当事者にフィードバックしようと試みたが， I記述j
にはi主!難を抱えた。だが，ある機会を通じて当方の記述をめぐるコミュニケー
ションが成立し，学校現場サイドからみた記述の微妙な表現様式を感知した。
(2) 学校にとってのメリットは何か?
インタビューを実施した第一の目的は，改善経緯に関する J情報を得るためだ
ったが，その実施過程において，それは当事者自身にとっても一定の意味をも
っと感じた。 T教諭はインタビューに答えるために A 4判 2枚程度の資料
(1洛年表式)を作成していた。それをもとにして， K教頭， T， M両教諭とで
事実を思い起こしながら回答してもらうかたちになった。そこに報告者自身が
質問をさしはさむということを通じて，現状と過去の過程に対する研究者とし
ての見方・解釈を提示し，当事者に振り返りをしてもらうことになっていっ
た川。つまり，この事例における学校改善の過程と現状に関する当事者へのイ
ンタビューは，当事者自身が組織の改善状況とその要因を確かめ，自覚し，今
後の方向づけを考えていくための契機のーっとして作用したと思われる。
(3) いくつかの課題
① 学校経営過程の要因多重性にどう対応するか
l人の学校経営研究者による関わりでは，カリキュラム，授業，校内組織，
教育委員会と学校との関係，保護者と学校との関係，教員集団と管理職の関係
など，広範にわたる対象にアプローチすることは難ししユ。経営過程には縦軸と
しての長期にわたる時間の経過と，横軸としての学校内外に広がる多様な諸要
因が複雑に関連しあっている。しかし， I関係づくりJの密度は l人のほうが
築き易いかもしれない。
② 「学校経営研究におけるj臨床的アプローチのもつ独自の意味は何か?
学校経営研究者としての自分が学校フィールドに入り込むことの学校教育実
践にとっての意味が現場サイドによって肯定評価を受けなければ，継続的な関
係はできなしユ。ここが難しいと思う。本研究の場合， I学校経営研究者Jとい
う立場で事例校にかかわることの独自の意味とは，当事者の人々(教職員)が
学校を組織として捉えなおす機会をつくり，自分たちの取り組みを全体性，継
続性という視野で把握するような場面をつくることではないか。換言すれば，
当事者自身が組織としての「振り返りjをおこなう(学校の現状を冷静に捉え
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なおす)機会をつくることである。研究者側の考察の枠組みや仮説・結論の提
示とそれをめぐるコミュニケーションの成否が鍵を採っているとjElわれる。
天笠茂会員は， I教育経営学において“|如来的なアプローチ"の昨立をはか
るということは，臨床活動の笑践を目的として組織の診断と改善のための処方
せんを探求し，組織の健康の維持や向上を援助するための理論と技法のHtJ築を
求めることである J(5)と述べている。だが報告者の実感としては， [-改善のため
の処方せんJを研究者だけで明確化し洗練することはきわめて困難である。む
しろ，多様に考えられる問題状況の諸要因と解消策をめぐって，当事者との I~j]
にコミュニケーションを創りだし，その過程で相互に発見しあっていくという
方が，現実的ではないか。そのことこそが， I組織としての力量Jを高めるこ
とに役立つし， r問題解決力のサポート}川こもつながると考える。
〔注〕
(1) 極端な話，学校現場の笑感としては， r校長が改善にプレーキをかける(つまり阻
害要因)jだというケースも珍しいことではないだろう。
(2) 1980~1995年の校長の役訴に関する諮問f究をレピコーした I-Iallingel・& Heckは，
校長のリーダーシップの影響は教育成果に及ぶというよりも学校内部過程に及ぶほう
がより強し 3ということ，校長の 1)ーダーシップの実践は学校内部過程によって強く媒
介されていること，などを明らかにしているけlallingerand ]-Ieck， l<eassessing the 
Principal's I<ole in School Effectiveness: A Review of Empirical l<ese出-ch，1980 
-1995， Educational Administration Quarterly， Vol.32， N 0.1， February 1996， pp.5 
44)。
(3) 浜田博文日空括jr日本教育経営学会紀要j第44号，第一法規， 2002:1'j三，を参照。
(4) 報告者は，教師のl!哉能成長(リフレッシュ，i意欲づ、けを含む)にとっても，こうし
た一種の「ナラティヴ・アプローチ」は重要な働きをもちうると考えている(浜田博
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